
 

 

 

 

 

第３ 課 税 の 状 況 
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１  納税義務者、特別徴収義務者数の推移

年 　度

（人）

（法人）

分 割 法 人
非 分 割 法 人

計

（法人）

（人）

（人）

（人）

（法人）

分 割 法 人
非 分 割 法 人

計

（件）

（件）

（施設）

（台）

（件）

（人）

（法人）

（台）

（人）

※分割法人：複数の都道府県に事務所をもっている法人
※非分割法人：本県にのみ事務所をもっている法人

合　　　計

計

清 算 法 人

総　合　計

県 固 定 資 産 税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

不
動
産
取
得
税

狩 猟 税

清 算 法 人

株式等譲渡所得割

合　　　　計

特 別 法 人

合　　　計

県 た ば こ 税

土 地

鉱 区 税

個 人

第 一 種

計

法
　
　
　
人

計
公 益 法 人 等

普通
法人

建 築 分

平成29年度平成26年度平成25年度 平成28年度

第 三 種

個

人

第 二 種

法
　
　
　
人

承 継 分

計

家
屋

利 子 割

公 益 法 人 等

普通
法人

配 当 割

平成27年度平成24年度
項　 目

県
　
民
　
税

事

業

税

特 別 法 人
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２ 個人県民税の市町村別状況

納税義務者数(人)

所得割のみのもの

分離課税以外 分離課税

富 山 市

高 岡 市

魚 津 市

氷 見 市

滑 川 市

黒 部 市

砺 波 市

小 矢 部 市

南 砺 市

射 水 市

市 計

舟 橋 村

上 市 町

立 山 町

入 善 町

朝 日 町

町 村 計

合 計

市町村名
均等割のみ
のもの

均等割・所得
割合算のも
の

計 前年度からの繰入分
均等割のみ
のもの
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所得割のみのもの 均等割・所得割合算のもの

分離課税以外 分離課税 均等割 所得割

　　税　　　額（円）

当該年度分計 合計
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３　法人県民税の状況

事 業 税 額 事 業 税 額 事 業 税 額 事 業 税 額
年度数 ① 年度数 ② 年度数 ③ 年度数 ④

本県本店分

他県本店分

※分割法人：複数の都道府県に事務所をもっている法人

※非分割法人：本県にのみ事務所をもっている法人

清 算 法 人

普
通
法
人

分
割
法
人
※

特 別 法 人

公 益 法 人 等

年
度
内
訳

確定法人税割額

寮等のみを有する法人

確定申告期限が翌年度と
なる見込納付額

区　　分

２９年度計

２８年度計

確定法人税割額に対応す
る前年度分の中間申告額

人 格 な き社団等

２７年度計

非分割法人※

確定申告額が翌年度にな
る中間申告額
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（単位：千円）
現事業年度分 合　計

調 定 額 過事業年度分 法 人 税 割

①－②＋③ 調 定 額 調 定 額 （調定額）

＋④＋⑤＋ ⑦＋⑧
税 額 ⑥ 調 定 額

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑨＋⑩
納税義務
数

均　等　割　額
既還付請求利子
割額が過大であ
る場合の納付額

中間納付額の
歳出還付額
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４　県民税利子割の状況

（１）利子等の種類別調定額 （単位：千円）
調定額

私 募 公 社 債 等

運用投資信託等

の収益の分配等

（２）特別徴収義務者登録件数 (単位：件）

特別徴収義務者 営業所

種　　　　　　　　　　類

外貨建預貯金等の為替差益

一時払養老保険・一時払損害保険等の差益

小　　　　　計

そ　　　　の　　　　他

合　　　　　　　　　　計

懸賞金付預貯金等の懸賞金等

定期積金の給付補てん金

掛金の給付補てん金

金融類似商品

合同運用信託の収益の分配

抵当証券等の利息

貴金属等の売戻し条件付売買契約の利益

国外一般公社債等の利子等

財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益

私募公社債等運用投資信託の収益の分配

特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配

国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配

公社債投資信託のうち公募公社債投資信託以外の収益の分配

郵便貯金利子

農林中央金庫等
信用金庫等
銀行等

特定公社債以外の公社債の利子

銀行預金利子

銀行以外の金融機関の預貯金利子

勤務先預金等の利子

公社債利子等

区　　　　　分

合計
その他の金融機関等

証券会社
保険会社等
社内預金実施企業
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５　県民税配当割の状況

県民税配当割の種類別調定額
　

支払金額

計

６　県民税株式等譲渡所得割の状況

県民税株式等譲渡所得割の調定額等

支払金額

種類
税額
（千円）

納入申告
書数
（枚）

課税分
（千円）

還付税額分
(千円）

非課税等分
（千円）

上場株式等の配当等

投資信託でその設定
に係る受益権の募集
が公募により行われ
たものの収益の配分

特定投資法人の投資
口の配当等

特定目的信託の社債
的受益証券の剰余金
の配分のうち公募の
もの

特定公社債の利子・
特定口座外の割引債
の償還金

源泉徴収選択口座内
配当等

種類
税額
（千円）

納入申告
書数
（枚）

課税分
（千円）

還付税額分
(千円）

非課税等分
（千円）

特定株式等譲渡所得
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７　法人事業税の状況
(1)　法人の所得金額（収入金額）等及び事業税額

業　
確定申
になる

事 業 事 業
年 度 数 年 度 数

＊付加価値割にあっては付加価値額、資本割にあっては資本金等の額

※分割法人：複数の都道府県に事務所をもっている法人

※非分割法人：本県にのみ事務所をもっている法人

(2)　収入金額課税法人数 （単位：千円）

法人数 法人数

外
形
標
準
課
税
分

　付加価値割 b

②
事 業
年 度 数

非分割法人
収入金額 法人数

計

収入金額課税分

（参考）外形対象法人分
　　　　　　　　　　(a＋b＋c）

収入金額収入金額
区　分

分割法人 計

２７年度計

２９年度計

小計

年
度
内
訳

人 格 な き 社 団 等

　資本割       c

計

清 算 法 人

公 益 法 人 等

分
割
法
人
※

年
度
内
訳

電気供給業

ガス供給業

生命保険業

損害保険業

２８年度計

①

２９年度計

非分割法人※

普
通
法
人

特 別 法 人

本県本店分

他県本店分

所
得
金
額
課
税
分

うち 外形対象
      法人分  a

確定事業税額に対応
する前年度分の中間
申告額

税 額

２７年度計

２８年度計

区　　分
確定額

所 得 （ 収 入 ）
金額等＊

税 額

現　 事
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（単位：千円）
分 合　計

調定額
（調定額）
⑥＋⑦

税 額
④ ⑤ ⑦ ⑧

(3)　法人事業税段階別構成比

２９年度 ２８年度

上位 法人

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃 〃

※対前年度伸率＝29年度確定総額÷28年度確定総額

合　　　計

段階別
年　度

事 業

確定申告期限が翌年
度となる見込納付額

中間納付額の
歳出還付額

③

その他法人

告が翌年度
中間申告額

税 額
年 度 数

調定額
①－②＋③
＋④＋⑤

－

－

⑥

－

過事業年度分

（収入）
所 得

金 額
等 ＊

対前年度伸率
確定総額に占める割合

年 度　
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(4)　外形標準課税対象法人の事業税額等
業　

確定申
になる

事 業 事 業
年 度 数 年 度 数

    ※外形標準課税は､平成１６年４月１日以後開始の事業年度から適用（対象法人は資本金１億
    ※(1)の外形対象法人分と一致する。

※分割法人：複数の都道府県に事務所をもっている法人

※非分割法人：本県にのみ事務所をもっている法人

年 度 数付加価値額、
又は資本等
金額

非分割法人※

小計

２８年度計

計

年
度
内
訳

計

他県本店分

付
加
価
値
割
分

普
通
法
人

分割
法人
※

本県本店分

他県本店分

非分割法人※

清算法人

計

非分割法人※

小計

清算法人

２９年度計

分割
法人
※

所
得
割
分

普
通
法
人

本県本店分

他県本店分

資
本
割
分

普
通
法
人

分割
法人
※

本県本店分

① ②

税 額事 業

事
確定事業税額に対応
する前年度分の中間
申告額

現　

区　　分
所 得 金 額 、

確定額

税 額
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（単位：千円）
分 合　計

調定額
（調定額）
⑥＋⑦

税 額

④ ⑤ ⑦ ⑧

円超の法人（ただし、収入金額課税法人、公益法人、協同組合や医療法人等の特別法人を除く。））

年 度 数

③

中間納付額の
歳出還付額

調定額

⑥

事 業税 額

年

中間申告額

の金額

所得金額、
付加価値額、

又は資本等＋④＋⑤

確定申告期限が翌年
度となる見込納付額

過事業年度分
告が翌年度

度　

①－②＋③
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（5） 資本金別法人数

二の県に 三以上の 二の県に 三以上の
またがる 県にまた またがる 県にまた
もの がるもの もの がるもの

300万円未満

300万円以上
1,000万円未満

1,000万円

1,000万円超
5,000万円未満

5,000万円以上
1億円未満

1億円

1億円超
10億円未満

10億円

10億円超
50億円未満

50億円

50億円超
100億円未満

100億円以上

※分割法人(本県本店分）：複数の都道府県に事務所をもっていて、本県に本店がある法人

欠損法人

小計

年
度
内
訳

計

２７年度計

２８年度計

計

区    分

  資  本  金

分割法人（本県本店分）※

２９年度計

利益法人
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不 申 告 休 業 中 清 算 中 所 在 不
法 人 の 法 人 の 法 人 法 人

※非分割法人：本県にのみ事務所をもっている法人

利益法人

合　　　　　　　計

欠損法人 利益法人

非分割法人※

計計 欠損法人

そ　　　　の　　　　他
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（６）平成２９年度法人事業税　調定額累計の業種別増減

（単位　千円）

２９年度 ２８年度

建設業 ▲ 44,396
製造業計

食料品

繊維

木材・木製品

紙・パルプ

化学 ▲ 103,570
医薬品 ▲ 627,555
石油・石炭

窯業・土石

鉄鋼 ▲ 28,507
非鉄金属

金属製品

一般機械

電気機械

輸送機械

その他製造

商業 ▲ 300,190
金融業 ▲ 277,690
不動産 ▲ 68,768
交通・運輸 ▲ 26,242
証券業 ▲ 15,877
協同組合 ▲ 77,181
その他サービス ▲ 216,297
その他の業種

▲ 567,912
電気供給業 ▲ 22,746
ガス供給業 ▲ 33,019
保険業 ▲ 21,408

▲ 77,172
▲ 645,084

区　　　分
対前年比

a－b

合　計

所得金額課税法人計

収入金額課税法人計
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８　個人事業税の状況

（１）第１種事業

課税人員 所得金額

物品販売業

金銭貸付業

不動産業

製造業

年 運送倉庫業

度 請負業

内 印刷出版業

訳 旅館業

料理店業

飲食店業

娯楽興行業

その他の事業

（単位：人、千円）

所得税
課税者

所得税
課税者

２７年度計

所得税
失格者

計
①

事業主
控除額
②

差引課税
所得金額
①ｰ②

２８年度計

２９年度計

所得税
失格者

計
種別
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（２）第２種事業

課税人員 所得金額

畜産業

水産業

薪炭製造業

（３）第３種事業

課税人員 所得金額

医業

法務業等

環境衛生業

その他の事業

あんま業等

（単位：人、千円）

（単位：人、千円）

所得税
課税者

所得税
失格者

計
所得税
課税者

所得税
失格者

計
①

事業主
控除額
②

差引課税
所得金額
①ｰ②

所得税
失格者

計
①

種別

２７年度計

２８年度計

２９年度計

年
度
内
訳

種別

２７年度計

２８年度計

２９年度計

年
度
内
訳

事業主
控除額
②

差引課税
所得金額
①ｰ②

所得税
課税者

所得税
失格者

計
所得税
課税者
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９　不　動　産　取　得　税　の　状　況
（１）家屋の状況

控

㎡ 千円 ㎡ 千円 ㎡ 千円 円 千円

専用住宅

併用住宅

その他

小計

専用住宅

併用住宅

その他

小計

専用住宅

併用住宅

その他

小計

専用住宅

併用住宅

その他

小計

法第73条の14第6項から
第8項まで及び第10項か
ら第14項並びに法附則第
11条等の課税標準の特
例（法附則第11条第9項
及び第1 項を除く。）に該
当するもの（②⑤に該当
するものを除く。）

適
用
件
数

④

件数

控
除
額

全
額
控
除
の
も
の

価
格

1㎡当り
評価額

件
数
ａ

29年度計

区　　　　　分

価格の全額が法第73条
の15の2に規定する免税
点に満たないもの

件　数 面　　積
価
格

年
度
内
訳

非
木
造

建
築
分

承
継
分

計

木
造

建
築
分

計

承
継
分

法第73条の14第1項（法附則第11
条第 項及び第1 項による読替え
を含む。）から第3項まで及び第5
項に該当するものでその価格の全
額がこれらの規定に規定する金額
以下のもの

法第73条の3から第73条の7まで及び法附則
第10条並びに①、②に該当する以外のもの

面
積

① ② ③

件
数

面
積

価
格
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除 額

住宅部分
   住宅以外

の部分

a－b－c
－d

③－⑥－⑦ ⑨ ⑪ ⑨－⑩－⑪

千円 千円 ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

法第73条の14第1項（法附則
第11条第9項及び第1 項に
よる読替えを含む。）から第3
項まで及び第5項に該当する
もの　（②に該当するものを
除く。）

計
 ④＋⑤

件　　数
適
用
件
数

⑧

価
格

件数

面　　積 価　　格控除額
件
数
ｄ

調
定
額

法第73条の31
の規定、他法
の規定により減
免等をしたもの

法第73
条の2
第6項、
法第73
条の27
の2から
法第73
条の27
の5まで
及び法
附則第
11条の
4の規
定によ
り減免
等をし
たもの

⑩

件
数

金
額

減免等され
る前の税額

課税標準の特例を適用し
たあとの額が法第73条の
15の2に規定する免税点に
満たないもの

⑤ ⑥ ⑦

左の内訳

全
額
控
除
の
も
の
ｃ

控
除
額

件
数

課税標準
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（２）土地の状況

㎡ 千円 ㎡ 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円

住宅用宅地

上記以外の宅地

農地

山林

その他

価
格

件
数

控除額
件
数

件　　数
価
格

面
積

件
数

件
数

価
格

面　　　積

法第73条の14第6項から
第10項まで及び第14項
並びに法附則第11条等
の課税標準の特例に該
当し、全額控除されたも
の

法第73条の3から第73条の7まで
及び法附則第10条並びに①、②
に該当する以外のもの

① ② ③

価格の全額が法第73条
の15の2に規定する免税
点に満たないもの

年
度
内
訳

29年度計

価
格

面
積

区　　　　　分

法第73条の14第6
項から第10項まで
及び第14項並びに
法附則第11条等の
課税標準の特例に
該当したもので②
以外のもの

④

課税標準の特例を
適用した後の額が
法第73条の15の2
に規定する免税点
に満たないもの

⑤

面
積
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③－④－
⑤

⑥ ⑦

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

調
定
額

件
数

 減額した
 額

件
数

⑦－⑧－
⑨－⑩－
⑪

⑧

減額等され
る前の税額

⑨

件
数

法第73条の24の規
定の適用により全額
減額されるもの

課
税
標
準
額

法第73条の31、他法
の規定により減免等
をしたもの

⑪

法第73条の27の2か
ら法第73条の27の6
まで並びに法附則第
11条の4、第12条の
規定により減額、納
税義務の免除をした
もの

件
数

減免等し
た額

減額、免
除をした
額

法第73条の24の規
定に該当したもので
⑧以外のもの

 減額した
 額

⑩
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10   県たばこ税の状況

　　　(単位：千本・千円)

区分

月 売渡し本数 税額 売渡し本数 税額 本数 税額

28年度計

29年度計

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

調定額

年
度
内
訳
（

調
定
月
）

旧３級品を除く 旧３級品 返還控除等
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11 ゴルフ場利用税の状況

（１）課税状況

区分 ゴルフ場数 利用人員 調定税額

種別

人 千円

２８年度計(※)

２９年度計

※利用人員及び調定税額については、年度途中に廃業したゴルフ場分を含めている。

（２）ゴルフ場施設の状況 (平成３０年３月３１日現在）

区分

 ゴルフ場

呉羽カントリークラブ 呉羽観光㈱

富山カントリークラブ ㈱富山ゴルフ

八尾カントリークラブ ㈱八尾倶楽部

大山カメリアカントリークラブ

高岡カントリー倶楽部 御坊山観光開発㈱

小杉カントリークラブ ㈱小杉カントリークラブ

氷見カントリークラブ 氷見観光開発㈱

太閤山カントリークラブ 太閤山観光㈱

魚津国際カントリークラブ 魚津観光開発㈱

立山カントリークラブ 立山グリーンランド㈱

棚山ゴルフ倶楽部 棚山観光開発㈱

千羽平ゴルフクラブ ㈱千羽平ゴルフクラブ

花尾カントリークラブ 福岡観光開発㈱

トナミロイヤルゴルフ倶楽部 トナミロイヤルゴルフ㈱

ゴルフ倶楽部ゴールドウイン ゴールドウイン開発㈱

ホール数

１５施設

特別徴収義務者

㈱市川ゴルフ興業
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12  自動車税の状況

課税自動車台数（台）

２８年４月 ２９年４月 ３０年４月

総排気量１ℓ以下のもの又は電気自動車

営 総排気量 １ℓを超え１．５ℓ以下のもの

乗 総排気量 １．５ℓを超え２ℓ以下のもの

総排気量 ２ℓを超え２．５ℓ以下のもの

業 総排気量 ２．５ℓを超え３ℓ以下のもの

総排気量 ３ℓを超え３．５ℓ以下のもの

総排気量 ３．５ℓを超え４ℓ以下のもの

用 総排気量 ４ℓを超え４．５ℓ以下のもの

総排気量 ４．５ℓを超え６ℓ以下のもの

用 総排気量 ６ℓ超えるもの

総排気量１ℓ以下のもの又は電気自動車

自 総排気量 １ℓを超え１．５ℓ以下のもの

総排気量 １．５ℓを超え２ℓ以下のもの

総排気量 ２ℓを超え２．５ℓ以下のもの

家 総排気量 ２．５ℓを超え３ℓ以下のもの

総排気量 ３ℓを超え３．５ℓ以下のもの

車 総排気量 ３．５ℓを超え４ℓ以下のもの

用 総排気量 ４ℓを超え４．５ℓ以下のもの

総排気量 ４．５ℓを超え６ℓ以下のもの

総排気量 ６ℓ超えるもの

最大積載量１ｔ以下

最大積載量１ｔ超～２ｔ以下

最大積載量２ｔ超～３ｔ以下

最大積載量３ｔ超～４ｔ以下

最大積載量４ｔ超～５ｔ以下

最大積載量５ｔ超～６ｔ以下

最大積載量６ｔ超～７ｔ以下

最大積載量７ｔ超～８ｔ以下

最大積載量８ｔ超

車　　種

ト
ラ

ッ
ク

計
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課税自動車台数（台）

２８年４月 ２９年４月 ３０年４月

貨客兼用車 総排気量１ℓ以下

総排気量 １ℓ超～１．５ℓ以下

総排気量 １．５ℓ超

けん引車 普通自動車

小型自動車

被けん引車 普通自動車

小型自動車

三輪の小型自動車

乗用定員３０人以下

乗用定員３０人超～４０人以下

一般乗合用 乗用定員４０人超～５０人以下

バ   以外 乗用定員５０人超～６０人以下

乗用定員６０人超～７０人以下

乗用定員７０人超～８０人以下

乗用定員８０人超

ス 乗用定員３０人以下

乗用定員３０人超～４０人以下

乗用定員４０人超～５０人以下

一般乗合用 乗用定員５０人超～６０人以下

乗用定員６０人超～７０人以下

乗用定員７０人超～８０人以下

乗用定員８０人超

計

車　　種

計

ト

ラ

ッ

ク
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課税自動車台数（台）

２８年４月 ２９年４月 ３０年４月

総排気量１ℓ以下のもの

総排気量 １ℓを超え１．５ℓ以下のもの

総排気量 １．５ℓを超え２ℓ以下のもの

総排気量 ２ℓを超え２．５ℓ以下のもの

総排気量 ２．５ℓを超え３ℓ以下のもの

総排気量 ３ℓを超え３．５ℓ以下のもの

総排気量 ３．５ℓを超え４ℓ以下のもの

総排気量 ４ℓを超え４．５ℓ以下のもの

総排気量 ４．５ℓを超え６ℓ以下のもの

総排気量 ６ℓ超えるもの

その他

　（注） ロータリーエンジン車は、作業室総容積×1.5に相当する総排気量欄に区分した。

合    計

キ
ャ
ン
ピ
ン
グ
車

車　　種

特
種
用
途
車

霊柩車
普通自動車

小型自動車

計
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13  鉱区税の状況

件数 面積又は延長 件数 面積又は延長 件数 面積又は延長

件 百アール 件 百アール 件 百アール 千円

石油及び天然ｶﾞｽ

その他

石油及び天然ｶﾞｽ

その他

河床

河床でないもの

（注１） 

（注２） 

調定額

27年度

28年度

29年度

総鉱区 左のうち非課税鉱区 課税対象鉱区
区分

「課税対象鉱区」欄は当該年度に課税した全てのもの。面積は課税標準（地方税法第180条第3項の規定により百アール
未満の端数を百アールとみなしたもの）の合計。

「総鉱区」「左のうち非課税鉱区」欄は年度末現在のもの。面積は実数の合計を百アール未満で四捨五入。

採
掘
鉱
区

砂
鉱
区

年
度
内
訳

試
掘
鉱
区
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14  狩猟税の状況

27年度

28年度

29年度

　のもの

　課税免除のもの

(7) 第２種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で（8）以外

　のもの

(8) 第２種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、

　課税免除のもの

網又はわな猟免許 ： 銃器の使用以外の方法をもって狩猟を行う免許
第１種銃猟免許 ： 銃器（空気銃を除く）を使用して狩猟を行う免許
第２種銃猟免許 ： 空気銃を使用して狩猟を行う免許

(6) 網又はわな猟免許者の登録を受ける者で、課税免除のもの

(2)第１種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で､当該

(3)第１種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で､

区　　分
狩猟者登録

総件数
狩猟税
調定額

(1)第１種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で(2)以外

年
度
内
訳

(5) 網又はわな猟免許者の登録を受ける者で､当該年度の

　　道府県民税の所得割額を納付することを要しないもの

　年度の道府県民税の所得割額を納付することを要しないもの

(4) 網又はわな猟免許者の登録を受ける者で(5)以外のもの

 （単位：件、千円）
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15  自動車取得税の状況
　　　　　（単位：台、千円）

非課税及び

課税台数 課税免除 税　額

台数

乗用車

トラック

バス

特殊用途車

軽自動車

小計

乗用車

トラック

バス

特殊用途車

軽自動車

小計

※　時限的軽減措置による免税車含む

課税台数の
課税標準額

１台当たりの
課税標準額

２８年度計

２７年度計

年
度
内
訳

新
車

中
古
車

２９年度計

区　　分
免税点以下
の台数　※
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16 軽油引取税の状況

（１）業者数 （平成30年８月１日現在）

業 者 数

事業所数

業 者 数

事業所数

業 者 数

事業所数

業 者 数

事業所数

（２）免税軽油使用者数 （平成30年８月１日現在）

（３）引取数量

（単位：㎘・千円）

区　分

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

元 売 業 者

特 約 業 者

（注）　元売業者及び特約業者の業者数は、富山県の特別徴収義務者として登録している業者数である。
　　　その他は、事業の開廃届及び大口需要者登録による。

石油製品販売業者

大口需要者

特  別  徴  収  分  申  告 申告納付

引取数量 課税免除 差  引 欠減量 課税標準量 分 課 税 合  計 税  額

数     量 標 準 量

２７年度計

２８年度計

免税軽油使用者数 

２９年度計
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（４）課税対象とならない軽油の数量

免税軽油 数　量 免税軽油 免税軽油

使用者数等 使用者数等 使用者数等

㎘ ㎘ ㎘

　輸　　　　　出

　そ　　の　　他

小　　　　　　計

　船　　　　　　　　舶

　航　路　標　識　等

　鉄道用車両又は軌道用車両

　農　　　業　　　等

　林　　　業　　　等

　鉄　　　鋼　　　業

　電　気　供　給　業

　鉱物の採掘事業

　とび土工工事業

　セメント製品製造業

　港　湾　運　送　業

　貨物運送取扱事業等

　廃棄物処理事業

　木　材　加　工　業

　倉　　　庫　　　業

　鉱さいバラス製造業

　木　材　市　場　業

　航空運送サービス業

　バークたい肥製造業

　索　道　事　業

　ゴ　ル　フ　場

小　　　　　　計

 指定自動車教習所関係

合　　　　　　計

区　　　　　　　　分

法
第
百
四
十
四

条
の
五
関
係

法
附
則
第
十
二
条
の
二
の
七
第
一
項
関
係

平成２９年度

数　量

平成２８年度

数　量

平成２７年度

 アメリカ合衆国軍関係
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17  過疎地域等における県税の特別措置に関する条例に基づく課税免除等
　　の状況

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

（過疎法） 朝 日 町

旧利賀村

（ 小 計 ）

(半島振興法）

氷 見 市

（ 小 計 ）

(企業立地法）

富 山 市

高 岡 市

氷 見 市

滑 川 市

黒 部 市

南 砺 市

砺 波 市

射 水 市

上 市 町

立 山 町

朝 日 町

入 善 町

（ 小 計 ）

（地域再生法）

富 山 市

南 砺 市

滑 川 市

（ 小 計 ）

区　　分

平成２７年度 平成２８年度

法人事業税法人事業税 不動産取得税 個人事業税
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 （単位：件、千円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

平成２９年度

法人事業税

平成２８年度

不動産取得税 個人事業税 不動産取得税 個人事業税
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